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事業事前評価要約表

１．案件名（国名）

国 名：フィリピン共和国

案件名：

（和）小児呼吸器感染症の病因解析・疫学に基づく予防・制御に関する研究プロジェクト

（英）The project for Comprehensive Etiological and Epidemiological Study on Acute Respiratory 

Infections in Children: Providing Evidence for the Prevention and Control of Childhood 

Pneumonia in the Philippines 

２．協力概要

（１）事業の目的

乳幼児死亡率が出生1,000当たり34と依然として高く、肺炎が乳幼児死亡原因の第1位を占

めるフィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）において、フィリピン熱帯医学研究

所 （Research Institute for Tropical Medicine：RITM）と東北大学が共同の下に、小児肺炎の

病因・疫学の全体像の解明、小児肺炎の疾病負担・重症化リスクの詳細な解明及びそれら

に基づいた介入研究を行い、効果的な治療・予防策の検討につなげていくことをめざして

いる。これらの共同研究を通じて、RITM及び地方病院における研究能力の強化を図ること

を目的とする。

具体的には、2008年より東北大学が文部科学省の「新興・再興感染症研究拠点形成プロ

グラム」で先行研究を行ってきた東ビサヤ地域（第8地域）のタクロバン市を含むレイテ州

に加え、同地域のビリラン州、ミマロパ地域（第4B地域）のパラワン州をモデルケースと

し、フィリピン国内の地域格差を考慮したうえで研究サイトを設置し、病因及び疾病負担、

重症化因子の詳細な検討を行う予定である。小児肺炎分野の研究で先駆的な役割を果たし

てきたRITMと共同で研究することにより、フィリピン全土、ひいては途上国全体の小児肺

炎対策に資する知見を生み出すことが期待されている。

（２）協力期間

2011年4月～2016年3月（5年間） 

（３）協力総額（JICA側） 

約4.1億円〔内訳については、後述の４．（３）－１）参照〕 

（４）協力相手先機関

フィリピン熱帯医学研究所（RITM） 

（５）国内協力機関

東北大学大学院医学系研究科

（６）裨益対象者及び対象地域

RITM研究者、各地方サイトの関連病院の保健医療従事者、各地方サイトの町保健所（Rural 

Health Unit：RHU）保健医療従事者 
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３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

フィリピンでは、近年の経済成長により、乳幼児死亡率、妊産婦死亡率の低下、低体重

児の減少、出生時平均余命の伸長等、保健状況の改善がみられる。乳幼児死亡率は、長年

にわたり低下傾向にあったが、1980年代に改善速度が低下し、その後停滞状況にある。2008

年の乳幼児死亡率は出生1,000当たり34と、マレーシア、タイ等東南アジアの近隣諸国と比

較していまだ高い水準にとどまっている。 

一方、世界の乳幼児死亡の最大の原因は肺炎であり、乳幼児死亡全体の19％を占め、毎

年約200万人の子どもが肺炎により死亡している1。フィリピン国内では、約82,000人の乳幼

児死亡（2008年）のうち、約20,000人が肺炎によるものであり、肺炎が死亡原因の第1位と

なっている2。 

UNICEF、WHO等の国際機関が中心となり、肺炎による乳幼児死亡を減少させるための

対策も行われてきたが、従来のアプローチでは、病因診断は行わず、症状から重症度を判

定し、重症患者にはなるべく早期に投薬を行う対応が中心であった。小児の呼吸器感染症

への対策は20年近く前のデータに基づいて行われており、近年重症化を引き起こす原因で

あることが明らかになってきたウイルス感染症に対する対策がほとんど行われていないこ

と、また、途上国でも急速に増加している薬剤耐性菌への対応ができていないとの指摘が

あることから、エビデンスに基づく小児呼吸器感染症に対する戦略の見直しが必要となっ

ており、最新のデータを得るための研究の実施が求められている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

フィリピン国政府は、さまざまな開発課題に取り組むため、「フィリピン中期開発計画

（Medium Term Philippine Development Plan：MTPDP）2004～2010）」を策定し、保健サービ

スへのアクセス向上と、質の良い社会サービスの提供が社会正義の実現と国民の基本的な

ニーズに応えるために不可欠だとしている。フィリピン保健省（Department of Health：DOH）

では、地方分権の下に保健システム強化をめざしており、2005年に保健セクター改革の枠

組みとして「FOURmula One for Health（F1）」〔現在は「Universal Health Care」（2010年12月

16日付）が発効〕政策を策定した。これは、フィリピンの保健システムを効率、効果、公

平、公正の観点から、財政基盤の強化、アクセスの改善、サービスの質向上、保健行政強

化の4つの分野で改革を推進するものである。さらに、F1の基本的な考え方や指標、戦略等

を示すためのロードマップとして、「国家保健目標（National Objectives for Health：NOH）

2005～2010」を策定した。 

NOHでは、生活習慣病等の非感染症疾患が台頭し、フィリピン国民の主要な死因となっ

ているとしつつも、感染症は依然として重要な疾患であるとしており、結核、HIV／エイズ、

マラリア、デング熱等とともに、肺炎とその他呼吸器感染症の予防とコントロールに関す

る具体的な目標が示されている。DOHでは、2011年以降に向けてNOHの新しいバージョン

を作成中であり、感染症対策一般及び肺炎・その他呼吸器感染症対策が引き続き盛り込ま

れる予定である。 

 

（３）他の援助機関の対応 

フィリピンの保健セクターでは、セクター・ワイド・アプローチ（Sector-Wide Approach：
SWAp）が採用されており、乳幼児死亡に関するMDG4〔国連ミレニアム開発目標（MDGs）

                                                        
1
 UNICEF/WHO、Pneumonia：The Forgotten Killer of Children, 2006 

2
 Essential Newborn Care：The DOH /WHO Protocol, 2010 
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のゴール4〕に関しては、過去10年以上にわたって達成に向けたドナー間の調整、情報交換

が行われている。また、WHOフィリピン事務所では、本プロジェクトの活動地でもあるレ

イテ州タクロバン市で新生児の死亡低減プロジェクトを実施中であり、情報交換等連携の

可能性がある。 

感染症対策では、「世界エイズ・結核・マラリア対策基金」による、結核・マラリア・HIV

／エイズの主要三大感染症、米国による結核及びHIV／エイズ対策支援、WHOによる新型

インフルエンザ対策支援などが主要な取り組みとなっている。 

 

（４）わが国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

ODA大綱では、重点課題のひとつである「貧困削減」に取り組むために「保健医療」分

野の協力を重視するとしている。日本政府の国別援助計画では、対フィリピン経済協力の

重点課題を、①雇用機関の創出に向けた持続的経済成長、②貧困対策、③ミンダナオにお

ける平和と安定、としており、②の貧困対策を実現するために、「基礎的社会サービスの拡

充（貧困層をとりまく生活環境の改善）」を重点分野ととらえている。その方策のひとつと

して感染症対策を重視するとしており、この点で本プロジェクトは日本の援助政策とも整

合性を保っている。 

これまでJICAは、1979年、1987年に無償資金協力で本プロジェクトのフィリピン側実施

機関であるRITMの建設・拡充に関する協力を行った。続いて、RITMが創立された1980年

から1988年まで、技術協力プロジェクト「熱帯医学研究所プロジェクト」により研究従事

者の人材育成、熱帯病研究及び研究成果の応用への協力を通じてRITMの機能強化に貢献し

てきた。また、2000年にはRITM内に国立結核研究所設立のための無償資金協力を実施した。

加えて、1992年から1997年にかけてセブ州で「結核対策プロジェクト」を実施し、WHO

との連携の下、DOHが策定した結核対策向上プログラム（National Tuberculosis Control 

Program：NTP）の質の高い実施をめざし、結核対策の実施モデルを確立し、セブ州を含む

第7地域、ルソン島の4州、東サマール州に拡大した。さらに、2002年から2007年には、「結

核対策向上プロジェクト」を実施し上記の活動の全国展開を支援するなど、フィリピンで

の感染症分野での支援を行ってきた。 

2010年より本案件と同じ「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業として、フィリ

ピン大学マニラ校公衆衛生学部と九州大学大学院医学研究院との共同でレプトスピラ症の

感染実態の把握、DNAワクチンの開発、啓発活動等を行う「レプトスピラ症の予防対策と

診断技術の開発プロジェクト」を実施している。 

 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標 

＜プロジェクト目標＞ 

小児肺炎の病因、疾病負担、リスク要因が明らかになり、小児肺炎による死亡を低減

させるための有効な介入が確認される。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

  １）成果1：選定されたサイトで小児肺炎・呼吸器感染症の病因が測定される。 

＜指標＞ 

・4カ所のセンチネル・サイトで細菌性・ウイルス性病原体が確認され、その構成比が

明らかになる。 
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・4カ所のセンチネル・サイトで、確認された病原体と検出された小児重症肺炎の関連

が明らかになる。 

＜活動＞ 

1-1．選定された公立病院で病因研究のための適切な検査体制を整備する。 

1-2．小児肺炎の病因を検出、同定、解析するためのRITMの能力を強化する。 

1-3．選定された第1次医療施設に病因研究のためのセンチネル・サイトを設置する。

1-4．肺炎・他の呼吸感染症の小児の細菌性・ウイルス性病原体の検体を収集し、検査

する。 

1-5．センチネル・サイトでの検体の収集、検査をモニタリングする。 

 

  ２）成果2：選定されたサイトで小児肺炎による疾病負担が測定される。 

＜指標＞ 

小児重症肺炎と小児肺炎による死亡の発生率を少なくとも2カ所のコミュニティで測

定する。 

＜活動＞ 

2-1．肺炎と、肺炎に関連する死亡の発生率を測定するための方法論を確立する。 

2-2．肺炎と、肺炎に関連する死亡の発生率を測定するためのデータを解析する。 

 

  ３）成果3：小児の重症肺炎のリスク要因が同定される。 

＜指標＞ 

重症肺炎と死亡のリスク要因、患者側の要因（病因、人口統計等）が調査され、同定

される。 

＜活動＞ 

3-1．統合されたデータベースを整備し、管理する。 

3-2．病因研究、疾病負担研究のデータを利用し、リスク要因を明らかにする。 

 

  ４）成果4：小児肺炎による死亡を減少させるための介入が評価される。 

＜指標＞ 

小児肺炎による死亡を減らす結果をもたらすエビデンスが発見される。 

＜活動＞ 

4-1．病因・疾病負担・リスク要因に関する研究結果に基づき、小児肺炎による死亡を

低減させるための介入研究の方法が開発される。 

4-2．小児肺炎の現行の戦略を見直すため、国、地方の関係者と協働する。 

4-3．選定されたコミュニティで介入研究を実施する。 

4-4．小児肺炎の負担を低減させるための新しい戦略を評価するため、国、地方の関係

者と協働する。 

 

  ５）成果5：小児肺炎対策戦略の改善・刷新のため、研究成果が発表される。 

＜指標＞ 

国、地方の関係者に推薦するための、改善版介入パッケージが開発される。 

＜活動＞ 

5-1．研究成果を普及させるための会議やワークショップを開催する。 

5-2．国際的な学会や学術誌を通じ、研究成果を普及させる。 

5-3．DOHの国家急性呼吸器感染症対策（Control of ARI：CARI）プログラムに対し、

研究による発見を政策策定のための情報として提供し、助言をする。 
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（３）投入（インプット） 

  １）日本側（総額約4.1憶円） 

   ａ）専門家派遣 

・長期専門家（業務調整：1名）（0.43億円） 

・短期専門家（チーフアドバイザー、公衆衛生、ウイルス学、細菌学、疫学：計5名）

（1.58億円） 

   ｂ）供与機材（0.54億円） 

   ｃ）研修員受入れ（本邦研修）（0.44億円） 

   ｄ）在外事業強化経費（1.12億円） 

  ２）フィリピン側 

   ａ）カウンターパート（Counterpart：C/P）の配置 

   ｂ）事務所スペースの提供 

   ｃ）光熱水費 

   ｄ）モニタリングに係る出張費の一部負担 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

  １）成果達成までの外部条件 

   ・病院、地方政府からの支援が得られること。 

  ２）前提条件 

・個々の研究活動開始までに、RITM、東北大学、東ビサヤ地域医療センター（Eastern 

Visayas Regional Medicine Center：EVRMC）、パラワン州立病院（Ospital ng Palawan：ONP）、

ビリラン州立病院（Biliran Provincial Hospital：BPH）、保健省東ビサヤ地域局（Department 

of Health - Center for Health Development Eastern Visayas：DOH-CHDEV）の内部審査委

員会から研究承認を得る。 

・各地方自治体の長にプロジェクトについて告知する。 

・プロジェクトが各関連病院長からの理解と協力を得る。 

 

５．評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトは以下の点において妥当性が高いと考えられる。 

  １）フィリピン保健医療政策との整合性 

フィリピン政府はMDGs達成に積極的に取り組んでおり、MDGsが国の開発政策である

フィリピン中期開発計画（MTPDP 2004～2010）に取り込まれている。MTPDPの下、MDGs

達成に向けた政策、戦略が実施されているほか、達成状況のモニタリングも密に行われ

ている。乳幼児死亡に関するMDG4については、乳幼児死亡率、乳児死亡率とも低下して

おり、このまま順調に低下が進めば2015年に向けた目標（それぞれ26.7、17.0）が達成さ

れる見込みであるが、地域間格差が依然大きい。 

DOHは、地方分権の下での保健セクター改革の枠組みとして、「FOURmula One for 

Health（F1）」政策を策定するとともに、同政策のロードマップを示す「国家保健目標（NOH）

2005～2010」を策定し、その中で感染症はいまだ重要な疾患であることを示している。

また、結核、HIV／エイズ、マラリア、デング熱等の感染症とともに、肺炎とその他呼吸

器感染症の予防とコントロールに関する具体的な目標を掲げている。 

本プロジェクトは、研究活動を通じて小児呼吸器感染症の重症化要因を明らかにする

とともに、フィリピンにおいて有効な小児肺炎の治療・予防策の検討を行うものであり、

フィリピン政府の保健政策に合致する内容となっている。 
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  ２）相手国ニーズとの整合性 

フィリピンでは年間約20,000人の乳幼児が肺炎により死亡し（2008年）3、乳幼児の死亡

原因の第1位となっている。しかしながら、従来のアプローチでは病因診断は行わず、患

者の症状から重症度を判定し、なるべく早期に投薬を行う対応が中心であったため、最

新のデータによるエビデンスに基づく小児呼吸器感染症の見直しが課題となっている。

よって本プロジェクトではフィリピン側の研究・調査能力の強化、疾病負担調査、介入

調査等を通じてエビデンスに基づく小児呼吸感染症対策を提案することとしており、フ

ィリピン側のニーズに合致しているといえる。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは、以下の点で有効性が高いといえる。 

  １）プロジェクト構成の論理性 

プロジェクト目標は「小児肺炎の病因、疾病負担、リスク要因が明らかになり、小児

肺炎による死亡を低減させるための有効な介入が確認される」となっており、目標達成

のために5つのアプローチが設定されている。これらは、各アプローチの成果に基づいて

次の活動が展開できるよう、時系列の活動となっている。また、これら一連の活動を通

じてRITM、地方サイトの研究者／保健医療従事者の小児肺炎・呼吸器感染症のデータ収

集能力、研究能力も向上されるように設計されており、プロジェクト目標達成のために

有効なアプローチであると考えられる。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、主に以下の点で効率性が高いと判断される。 

  １）投入・スケジュール面の効率性 

専門家の構成は、複数の短期専門家と、比較的長期（1年未満）にフィリピンに滞在す

る専門家の組み合わせであり、短期専門家が各自の専門領域に関する助言・アドバイス

等を中心に行う一方、長期滞在する専門家が地方サイトを含む研究現場で日常的な技術

指導にあたる相互補完的な活動計画となっている。C/Pの能力向上のため、本邦研修の組

み合わせも予定されており、投入・スケジュール面での効率性が高く保たれる可能性が

高いといえる。 

  ２）先行研究プロジェクトの成果、リソース等の有効活用 

２．（１）で既述のとおり、東北大学-RITM新興・再興感染症共同研究センターにおい

て2008年4月より先行の共同研究が行われている。先行研究では、本プロジェクトの国内

協力機関である東北大学がRITMにおける拠点の整備のため、研究のC/PとなるRITMの各

部門の研究体制強化、人材育成を行ってきている。本プロジェクトの地方サイトでもあ

るEVRMCにおいても先行研究が行われており、研究体制が強化された。これらの研究成

果・人材・システム等をベースに本プロジェクトを実施する予定であり、既存のリソー

スの活用という点で効率性が確保できる見通しである。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のとおり予測できる。 

  １）政策上のインパクト 

本プロジェクトでは、小児肺炎及び呼吸器感染症の病因、疾病負担、リスク要因が明

                                                        
3
 Essential Newborn Care：The DOH /WHO Protocol, 2010 
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らかにされるほか、小児肺炎による死亡を減少させるための介入研究が実施され、各介

入の有効性について検討されることになっており、それらの研究結果を含めた本プロジ

ェクトの成果が、DOHやWHOが将来小児肺炎対策として具体的なアクションを起こすた

めの材料として活用されることが期待できる。そのために、政策決定者へ活動の成果を

提示していくことが重要である。 

フィリピンでは肺炎が乳幼児死亡原因の第1位となっており、本プロジェクトの研究成

果を基に有効な対策がとられることにより、フィリピンの乳幼児の死亡率低下に寄与し、

MDG4の達成に貢献することが期待される。 

  ２）フィリピン側関係機関のその他感染症対策の能力向上 

RITM、各地方サイトの関連病院等における検体収集のノウハウ確立、病原体検出シス

テム強化等が行われる予定であり、これらの能力向上により、将来的には小児の肺炎・

呼吸器感染症のみならず、他の感染症対策にも生かされる可能性があると考えられる。

 

（５）持続性 

本プロジェクトの持続性は、以下のとおり予測できる。 

  １）政策面 

本プロジェクトにより、肺炎とその他呼吸器感染症の病因、疾病負担、リスク要因等

が明らかになることで、DOHが小児呼吸器感染症に関する具体的な政策の立案に動き出

すことが期待される。 

  ２）組織面・人材面・技術面 

RITMは創立翌年の1981年から急性呼吸器感染症（Acute Respiratory Infection：ARI）研

究プログラムを開始し、研究テーマや手法は変遷してきたが、現在に至るまで同プログ

ラムの下で研究活動が継続されており、現在9名の研究員がかかわっている。これらの実

績により、ARI研究プログラムの研究体制は既に構築されているため、組織・人材面での

持続性には問題がみられない。さらに、本プロジェクトの活動により、地方サイトの医

療機関と提携し、地方におけるデータ収集・分析や介入研究の能力が向上することで、

フィリピン各地での研究活動の継続が可能となる。 

  ３）財政面 

RITMでは、WHO等の国際機関、二国間援助機関等と共同研究を行っており、研究費用

が供与されている。本プロジェクト終了後もARI研究プログラムに対する予算を確保する

ことが望ましい。一方でプロジェクト実施期間の後半には、実験機材の維持費等、必要

な経費の試算を行い、これらのコストを継続してカバーしていく計画を検討する必要が

ある。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

小児肺炎の社会・経済的な重症化リスク要因として、栄養不良による抵抗力の低下、貧困

のため肺炎・呼吸器感染症に感染した場合に適切なタイミングで受診し、治療・投薬を受け

られないケースが想定されている。これらのリスク要因は貧困層に当てはまるものであり、

これら要因を低減させるための介入研究が行われ、対策に結びつけば、貧困層の負担軽減に

つながる可能性が想定される。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業は2008年度に新設された事業であり、わが

国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を目的としている。ただし、活動の

主体は研究ベースであるという特殊性があり、過去の案件から得られた教訓で本案件に対し
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て直接応用できるものは限られている。しかし、2009年に採択されたフィリピン国「レプト

スピラ症の予防対策と診断技術の開発プロジェクト」に関しては、本案件と同じフィリピン

を対象としたものであり、プロジェクトの実施体制、研究の倫理面・承認体制、バイオセー

フティー対策等の経験は活用できる。 

その他、フィリピンにおける研究プロジェクトとしては、1980年から7年半にわたり協力が

実施され、本案件と同じRITMを実施機関とする「フィリピン国熱帯医学研究所プロジェクト」

で、フィリピン及び周辺地域に蔓延する熱帯病（ジフテリア、百日咳、下痢性疾患等）、ARI

の疫学・細菌学・免疫学及び予防法に関する研究とこれら研究活動に従事する人材の育成を

通じて、研究所の機能強化に貢献した。 

本プロジェクトでは基礎研究のみならず、研究結果をフィリピンの国内外で発表・共有す

るための活動が設定されており、政策決定者との十分な情報共有を行うことにより、将来的

には研究成果を基にDOHの小児肺炎への対策戦略が刷新されることをめざしている。また、

研究結果を広く共有・普及することで、本プロジェクト終了後もARI研究プログラムに対する

予算が確保されることが期待される。 

 

８．今後の評価計画 

・中間レビュー  2013年7月頃 

・終了時評価   2015年6月頃 

 




